
トランプ・石破政権下の日米関係
に関する戦略分析
関税、投資、そして政治的脆弱性の狭間で

第2次トランプ政権と石破政権下における日米関係は、極めて不安定な均衡状態にあ
ります。トランプ大統領の取引的な「アメリカ・ファースト」主義と、石破首相が打

ち出した対米投資をテコとするハイリスクな対抗戦略が衝突し、石破政権の政治的脆

弱性によってさらに不安定化しています。このウェブページでは、日米関係の現状を

多角的に分析し、政策担当者と意思決定者に向けた戦略的洞察を提供します。



トランプ通商ドクトリン：米国の要求を理解するための枠框

関税を主要武器として活用

関税は他国を交渉テーブルに着かせる威圧的手

段として機能。極端に高い関税率を発表→市場
にパニック→「ディール」で妥協という戦略パ
ターンが確立されています。

ゼロサムゲームの世界観

貿易をゼロサムゲームと見なし、貿易赤字は国

家的な「損失」と捉える根本的な考え方。通商

問題を安全保障や内政と意図的に関連付け、多

国間枠組みよりも二国間交渉を優先します。

「管理貿易」のパターン

トランプ政権が目指すのは、自由で公正な貿易

体制ではなく、米国を中心とした「ハブ・アン

ド・スポーク」型の管理貿易体制。各国による

物品の購入約束や投資約束は管理貿易の典型的

特徴です。

「アメリカ・ファースト」政策の核心は、関税という威圧的手段を通じて他国に譲歩を迫ることにあります。既存の国際秩序を意図的に弱体化さ

せ、米国中心の二国間取引に置き換えようとする試みは、第二次世界大戦後の世界を支えてきたルールに基づく貿易システムを根底から覆すもの

です。対中国では関税問題とフェンタニル対策や知的財産権を結びつけ、対メキシコ・カナダではNAFTAの再交渉を迫り、対ブラジルでは内政干
渉にまで踏み込むなど、「ベースライン関税」「相互関税」「懲罰的関税」の多層構造を駆使した戦略が展開されています。



日米貿易交渉の現状：自動車と農産物をめぐ
る攻防

自動車分野

日本にとって最も重要かつ防衛的な課題

です。自動車関連品は日本の対米輸出額

の約3割を占め、日本のGDPの約3%に相
当します。トランプ大統領は「彼らは

我々の車を受け入れないが、我々は彼ら

の車を数百万台も受け入れている」と不

満を公言し、一貫して攻撃の的としてき

ました。

既存の2.5%の関税に加え、25%の相互関
税が課される可能性が示唆されたため、

この関税の引き下げは日本にとって最優

先課題でした。交渉の結果、日本に対す

る相互関税率は、当初脅かされていた

25%から15%に引き下げられることで
「合意」に至ったと発表されました。

農産物分野

米国にとって主要な攻撃的利益であり、

中西部の農業州（ファームベルト）の政

治的重要性に根差しています。米国が離

脱した環太平洋パートナーシップ協定

（TPP）や日EU経済連携協定（EPA）の
発効により、オーストラリアやカナダ、

EU諸国の農産物が日本市場で米国産より
有利な条件を得ました。

この状況を覆し、牛肉、豚肉、小麦など

の市場アクセスを拡大することが米国の

狙いでした。最終的に、この分野で米国

は大きな譲歩を勝ち取りました。石破政

権はこの「合意」を大きな成果として強

調していますが、その実態には多くの疑

問が残されています。



2025年「口約束合意」の解剖：曖昧さ、不確実性、そしてリスク
この「合意」には致命的な欠陥が存在します。それは、正式な合意文書や、詳細を記した共同声明が存在しないことです。この意図的な曖昧さが、日本に

とって最大のリスク源となっています。

相互関税率

日本政府の公式見解：全品目を対象に上限

15%と認識

米国政府の公式見解：日本からの輸入品に

15%の関税を適用

報道・分析に見る齟齬：既存関税への15%上
乗せとの解釈の混乱が存在し、日本側が是正

を要求

自動車関税

日本政府の公式見解：15%への引き下げは確
約されたと認識

米国政府の公式見解：既存の27.5%から15%
への引き下げ時期は不明確

報道・分析に見る齟齬：米国自動車業界は、

北米製より日本車が有利になるとして合意に

不満を表明

対米投資約束

日本政府の公式見解：5,500億ドルの投資を
約束

米国政府の公式見解：トランプ大統領は

5,500億ドルの投資を「獲得した」と発表

報道・分析に見る齟齬：日本側当局者は、そ

の大半が直接投資ではなく融資や融資保証で

あると示唆

このリスクは、合意発効直後に露呈しました。石破首相は、米国側の関税適用方法に食い違いがあるとして「即時是正」を求めていると述べました。これ

は、一部品目において、米国が既存の関税に15%を上乗せしているとの認識を示唆するものでした。しかし、これに先立ち林官房長官は日米間に「齟齬は
ない」と発言しており、政府内での見解の不一致が混乱を浮き彫りにしました。

外交交渉において合意文書を作成しないことの異常性は、専門家からも指摘されています。この状況は、トランプ政権が意図的に最大限のレバレッジを維

持するための戦略的選択であると分析できます。文書化されていない「合意」は、法的な拘束力を持つ契約ではなく、いつでも一方的に解釈を変更した

り、破棄したりすることが可能な「一時的な停戦」に過ぎません。



「石破ドクトリン」：抵抗と投資のハイリスク戦略

「なめられてたまるか」：抵抗のレト

リック

石破首相は、従来の日本の外交的慣例を破り、

極めて強い言葉で交渉に臨む姿勢を示しまし

た。街頭演説などにおいて、この交渉を「国益

をかけた戦い」と位置づけ、「なめられてたま

るか」と発言。さらに、「たとえ同盟国であっ

ても言うべきことは正々堂々言わなければなら

ない」と強調しました。

「関税より投資」：日本の主要レバレ

ッジ

日本の対抗戦略の核心は、日本が世界最大の対

米投資国であるという事実を最大限に活用する

ことにあります。安倍政権時代から続くこの戦

略は、高関税を課せば日本企業の投資余力が減

退し、結果的に米国の雇用や経済に悪影響を及

ぼすという論理に基づいています。

5,500億ドルの投資約束

この戦略は、半導体、鉄鋼、エネルギー、AIと
いった重要分野における5,500億ドルという巨額
の対米投資約束で頂点に達しました。この投資

約束は、一見すると日本側の大幅な譲歩に見え

るが、その実態は既存の資本フローや将来の計

画を巧みに再構成したものである可能性が高い

です。

石破首相の異例の発言は、米国のメディアや政策専門家の間でも注目されました。「fiery rebuke（燃えるような叱責）」と評され、一部では「タフな交渉
者」の表れと見なされた一方、「notoriously thin-skinned（極めて傷つきやすいことで有名な）」トランプ大統領を刺激しかねないとの懸念も示されまし
た。

しかし、この強硬なレトリックは、米国政府よりもむしろ日本国内の聴衆に向けられた政治的パフォーマンスであると分析するのが妥当です。石破政権は

発足当初から支持率が低迷し、党内からは「石破おろし」の動きが絶えず、極めて脆弱な政治基盤の上にあります。そのため、国内向けに「強い姿勢」を

示す必要性が高まっていると考えられます。



投資戦略に対する米国の認識：「トランプの勝利」と「アナリストの混乱」

トランプ大統領の物語

トランプ大統領自身は、この投資約束を歴史的な勝利として熱狂的に受け入れ、米国にとっての個人的な「契

約ボーナス」であるかのように喧伝しています。特に「利益の90%が米国、10%が日本」という、実態を無視
した主張を繰り返すことで、このディールが米国にとって圧倒的に有利なものであるという物語を構築してい

ます。

専門家と当局者の懐疑論

一方で、アナリストや日本側当局者は、この投資の実態（融資や保証が中心）や、非現実的な利益配分に関す

る主張を冷静に否定しています。政治的な物語と経済的な現実との間には、明確な乖離が存在します。

注目すべきは、トランプ大統領が投資を称賛する一方で、実際の交渉担当者は依然として貿易赤字の是正に固

執しているという矛盾です。ある日本の交渉関係者は、投資を強調する日本の主張はトランプ大統領には「響

いていない」と述べています。これは、投資約束がトランプ大統領個人にとっては有用な政治的アピール材料

であるものの、必ずしも交渉全体を決定づける要因ではない可能性を示唆しています。

投資約束の実態と政治的レトリックの乖離は、今後の交渉においても重

要な要素となります。トランプ大統領が「勝利」と喧伝する一方で、日

本側は「互恵的合意」として位置づけています。この認識の違いは、将

来的な摩擦の種となる可能性があります。



「揺さぶり」要因：脆弱な石破政権に対するトラン

プの潜在的レバレッジ

強力な圧力：関税脅威の即時実施

関税の発動や撤回の即時性は、トランプ政権が持つ最も強力なレバレッジです。即時の経済的影響と市場

の急変動が、政治的に脆弱な石破政権に対して強い圧力となります。

戦略的発言：公の強硬声明

トランプ大統領のSNSや公の場での発言は、日本の株式市場や為替市場に即時的な影響を与え、石破政権
に対する政治的圧力を生み出します。こうした発言は戦略的に計算されています。

間接的圧力：経済と安全保障の連結

トランプ政権は、貿易問題と安全保障問題を意図的に関連付けることで、日本に対する圧力を多元化して

います。在日米軍駐留経費の負担増加要求などが典型例です。

「揺さぶり」はトランプ政権の対日政策の選択肢の一つではなく、その交渉ドクトリンに内在する本質的

な要素です。政権は、石破政権の政治的脆弱性を的確に把握し、それを最大限に利用して圧力をかけてい

ます。特に日本の政治システムにおいて、与党内の反対勢力が首相の交代を容易に引き起こし得ることを

考慮すると、トランプ政権が「石破おろし」を間接的に促進する可能性は排除できません。



経済および市場への影響

1.7%

インフレ率上昇

イェール大学のバジェット・ラボは、平均関税率が20%に達し
た場合、インフレ率が1.7パーセントポイント押し上げられると

試算しています。

2.2%

世界GDP押し下げ
米国の相互関税が全面的に発動された場合、世界のGDPに対し
て最大で2.2%の押し下げ圧力になるとの試算もあります。

3%

日本のGDP影響
自動車関連品は日本の対米輸出額の約3割を占め、日本のGDPの
約3%に相当します。関税の影響は日本経済全体に波及します。

産業セクター 対米輸出額（2024年、概算） トランプ政権以前の関税率 脅威とされた税率 現行「合意」税率

自動車・自動車部品 約520億ドル 2.5%（乗用車） 25% - 35% 15%

鉄鋼・アルミニウム (データ非開示) ほぼゼロ 50% （一部で維持）25%

電子機器・一般機械 (データ非開示) 低率 N/A 15%

関税に直面した企業が取りうる戦略は、主に三つに絞られます。コストを自社で吸収する（利益率の低下）、消費者に価格転嫁する（市場シェア低下のリスク）、そして米国以外の市場へ販路を拡

大するか、生産拠点を多様化する（コストと時間がかかる長期的対応）です。いずれの選択肢も、日本企業と経済全体に対して大きな負担となります。



戦略的提言

合意の文書化

最優先課題は、あらゆる口頭での了解事項を、法的拘束力を持つ正式な合意文書に落とし込むことです。これにより、解釈の曖昧さ
を排除し、将来の紛争解決の基盤を築くことができます。

経済の多様化

米国市場への過度な依存がもたらすリスクを軽減するため、輸出先の多角化と内需主導型経済への転換を加速させるべきです。特に
アジア太平洋地域やEUとの経済関係強化が重要です。

有志国連合の構築
同様の圧力に直面しているEUや韓国といった米国の同盟国と積極的に連携し、一方的な措置に対して共同で対処し、ルールに基づ
く秩序への回帰を働きかけることが有効です。

国内の強靭性強化
産業界は、変化に強い柔軟なサプライチェーンの構築に注力する必要があります。政府は、関税によって特に大きな影響を受けるセ

クターや労働者に対する、きめ細かな国内支援策を準備すべきです。

これらの戦略的提言は相互に補完的であり、同時に進めることが重要です。特に、合意の文書化を優先しながらも、中長期的な経済の多様化と国内の強靭性強化を並行して進めることで、将来の同様の危機に対するレジリエンスを高めることができます。また、有志国連合

の構築は、日本一国では対応が困難な問題に対して、国際的な枠組みを活用して対処する上で不可欠です。



将来シナリオと注視すべき指標

不安定の長期化（可能性：高）

現状の曖昧な「停戦」状態が継続します。

米国は、小規模な譲歩を引き出すために、

定期的に関税の脅威をちらつかせ、日本お

よび世界市場を不安定な状態に置き続けま

す。これが最も可能性の高いシナリオで

す。

対立の激化（可能性：中）

日米いずれかにおける国内政治危機や、日

本が「暗黙の了解」を遵守していないとの

米国側の一方的な判断をきっかけに、トラ

ンプ大統領が15%の合意を反故にし、より
高い関税を発動。本格的な貿易戦争へと発

展します。

現状固定化（可能性：低）

米国が15%の関税合意を正式に文書化する
ことに応じます。これにより安定性は増し

ますが、同時に歴史的に高いレベルの保護

主義が固定化されることを意味します。

注視すべき重要指標

石破首相の政治的求心力: 首相の退陣は、交渉の前提をリセットす
る可能性があります。支持率の変動や自民党内の派閥の動きを特に

注視する必要があります。

トランプ大統領の言動と関心の対象: 日本への圧力を継続するか、
あるいは中国やEUなど他の標的に関心を移すかは、短期的な展開
を大きく左右します。

米国の経済指標: 特にインフレ率や雇用統計は、関税政策を巡る米
国内の政治的力学を変化させる可能性があります。景気後退の兆候

が見られた場合、関税政策の見直しが行われる可能性があります。

日本の外交政策: 米国への対抗軸として、他の貿易ブロックとの連
携を強化する動きがあるか。特にRCEPやCPTPPなどの枠組みにお
ける日本の立ち位置が重要になります。


